
令和５年度第２回総合評価諮問会議リサーチ・アドバイザー部会の評価結果 

 

 

労働政策研究・研修機構が実施する労働政策研究に対する評価を行うため、令和 6 年３月１４日、総合評

価諮問会議リサーチ・アドバイザー部会を開催し、プロジェクト研究サブテーマの評価ならびに個別研究成

果の評価を実施し、下記のとおり外部評価が決定した。 

 

 

Ⅰ プロジェクト研究サブテーマの評価 

第５期プロジェクト研究サブテーマ１２本の中間評価については内部評価の報告を踏まえ、以下のとおり外

部評価が決定した。 

プロジェクト
研究テーマ 

サブテーマ 評価結果 

Ⅰ  労働市
場とセーフ
ティネットに
関する研究 
 

１ 労働市場の情勢に
関する分析 

労働力需給推計に関する研究では、研究会（４回）を開催し、シミュレーショ

ン。結果を、年度内に雇用政策研究会で報告。他の公的研究機関では実施して

いないテーマであり、今後、公的年金の財政検証の基礎資料として活用される

ほか、政府の審議会等で幅広い活用が期待される。雇調金の課題研究は、厚労

省から雇調金等の業務データの提供を受け、外部研究者の参画も得て分析を

行うなど、JILPT が効果的に推進できる研究テーマであると評価する。 

２ 企業の人材戦略の
変化とその影響に関す
る研究 

JILPT 企業パネル調査（第２回）では、サンプル確保のため、より回答しやす

い調査設計に努めるとともに、厚労省の要請も踏まえ、同一労働同一賃金への

対応状況調査も盛り込むことでより効率的に調査を実施し、政策への直接的な

貢献が見込まれる。 

３ 格差・ウェルビーイ
ング・セーフティネット・
労働環境に関する研究 

JILPT 個人パネル調査はミドルエイジ層を対象に仕事・生活・健康、ウェルビ

ーイングに関し、年２回実査。調査項目の指標に国際的な尺度を活用するととも

に、日本版O-NETの職業情報データに接続可能な調査設計とするなど様々な

応用研究・分析への活用が期待される。 

Ⅱ  職業構
造・キャリア
形成支援に
関する研究 

４ 職業構造・職務分析
(日本版Ｏ－ＮＥＴ含
む) に関する研究 

長年取り組んでいる職業情報の収集・分析、職業興味・適性検査や就職支援

ツールの研究蓄積を活かし、厚労省の日本版 O-NET 向けに職業情報データ

や Web 化した検査・ツールなどを幅広く継続的に提供している。日本版 O-

NET のコンテンツについては、JILPT の研究の果たす役割はより大きくなると

考えられ、学術研究への応用のほか、企業・労働者などのキャリアコンサルティ

ング場面等での更なる活用に向けた普及に関し厚労省と協力するなど、今後の

展開が期待される。 



５ キャリア形成・相談
支援・支援ツール開発
に関する研究 

労働者の自律的・主体的キャリア形成研究では、令和５年度は企業で働く人

におけるキャリアコンサルティングのニーズおよび有用度に係るアンケート調査

を実施、引き続きこの調査データを用いて詳細な分析を行う。ツール開発関連

の研究では、紙筆検査であるＧＡＴＢのＷｅｂ版の研究開発を進め、日本版 O-

NET における検査の実装に貢献し、利用者の利便性を大きく高めている。令和

５年度は従来の検査内容を拡充した総合版Gテストの厚労省へのプログラム提

供に加え、前回改訂から 10 年以上が経過した厚労省版 GATB 手引きの改訂

も行った。また、中学・高校のキャリア教育現場で広く活用されてきた「職業レデ

ィネス・テスト」の大学生等に対象範囲を拡げた改訂版の研究開発は、高等教育

の現場での就職支援・職業教育への活用・展開が期待される研究テーマであ

る。失業の心理と求職活動支援の研究では、失業者に対するヒアリング調査を

基に、離職過程での労働者の心理を探求し、その結果を労働政策研究報告書に

まとめた。それとともに、JILPT の使命である研修と研究の連携に相乗効果を

発揮し、労働行政の第一線に大きな貢献を果たしている。 

Ⅲ  技術革
新と人材開
発に関する
研究 

６ 技術革新と人材育
成に関する研究 

令和５年度に実施した就職氷河期世代のインタビュー調査については、迅速

にとりまとめ、成果として公表、また今後、内閣官房のプラットフォームでの報告

も予定している。「雇用動向調査」の二次分析は KLI で発表するとともに、産業

という視点から改めて若年者の転職状況を整理。日本版O-NETと国勢調査を

マッチングしたデータの二次分析は、学会賞を受賞するとともに、今年度は日本

全体のタスクの分布の変化を描き出す包括的な分析に発展。また中間層の研究

については世帯に着目、昨年度の分析をさらに深めた。人材育成・能力開発に

ついて、新しい動きも捉えた学術的基礎研究に着実に取り組み、成果をあげて

いるのみならず、喫緊の政策課題にも迅速に対応し大きな政策貢献を果たして

いると評価できる。 

７ デジタル人材の能
力開発に関する研究 

能力開発政策における主要な政策目標として掲げられている「デジタル人材

の能力開発」に取り組んでいる研究。国際ワークショップで日本の現状に関する

報告を行ったほか、人材育成・能力開発に関する第４期までの研究成果を書籍

としてとりまとめ中。また従来からの厚労省能力開発担当部局との連携に加え

て、課題研究要請による厚労省の関心事項も盛り込んだ企業アンケート調査を

実施したところであり、今後も引き続き政策貢献が期待できる。 

Ⅳ  多様な
人材と活躍
に関する研
究 

８ 多様な人材と活躍
に関する研究 

高年齢者の研究においては「中高年者縦断調査」（パネル調査）の二次分析か

ら定年退職後の仕事のやりがい、能力開発、介護問題、地域参加といったテー

マにより執筆。女性のキャリアに関する研究では、母子世帯の経済的自立と社

会格差の状況と変化について分析、執筆した。これらの統計分析により実態を

把握し、研究の新たな切り口を提示している。外国人労働者の研究では特定技

能外国人の受け入れに関する報告書をまとめ、外国人労働者に関する政策論

議を担った。また、外国人留学生の就職状況について専門学校等に対するヒア

リングにより、活用状況を把握している。非正規雇用の研究では、公的統計の二

次分析により、新たに浮上しつつある正規・非正規の問題を把握し、政策課題に

つなげていく。労働者協同組合の研究では、萌芽的事業の新たな可能性を掴

み、厚労省による普及に協力する。 



Ⅴ  多様な
働き方と処
遇に関する
研究 

９ 労働時間・賃金等人
事管理に関する研究 

本研究は、第４期に引き続き労働安全衛生総合研究所との共同研究を実施、

長時間労働等による働き過ぎを予防するための職場管理の在り方を研究して

いる。引き続き労災行政処分不支給決定事案に着目した労災行政処分調査復

命書の分析に取り組むこととしており、その成果は、今後労働基準行政や人事

実務の貴重な参考資料となることが期待される。関係研究機関とのネットワーク

を活かし、アクセスが容易でないデータを活用して効率的・効果的に研究を推

進しており、JILPT 独自の研究テーマ・方法である。また、喫緊の重要な政策課

題である賃金引上げについても、企業の好取組事例のヒアリング調査結果やア

ンケート調査結果が、各種政策論議の場において活用されており、JILPT の迅

速かつ効果的な調査研究が政策に貢献した好例と言える。引き続き定量・定性

調査を行うことにより、政策論議への貢献や労使への付加価値の高い情報提供

が期待される。 

１０ 仕事と生活の両立
に関する研究 

本研究の成果は、これまでの育児・介護休業法改正の検討等に数多く活用さ

れ、また、関連政策の効果検証に多く貢献している。調査データは二次分析に活

用され、第４期プロジェクト研究シリーズとしてとりまとめられた『介護離職の構

造』は、今年度の労働関係図書優秀賞を受賞した。第５期では、仕事と介護の両

立支援で先進的な取り組みを行っているイギリスなど欧州諸国を対象に、国際

的研究ネットワークを活かしながら調査研究を進める。国際的視点を踏まえた

研究成果は、育児・介護休業法の更なる施策検討のための有益な示唆となるこ

とが期待される。さらに、第4期中に実施した雇用システムプロジェクトにおける

調査データを用いて、行政政策や人事実務など多方面に貢献すべく、職業キャ

リアとライフコースの多様化について分析を行う。この分析結果も、職業生活と

家庭生活の両立支援に関する施策を検討していくための有益な示唆を提供す

ることが期待される。 

Ⅵ  多様な
働き方とル
ールに関す
る研究 

11  多様な／新たな働
き方と労働法政策に関
する研究 

令和 5 年度は、厚労省からの要請に基づき、解雇無効判決後の労働者の復

職状況等について、日本労働弁護団、経営法曹会議その他の弁護士団体を通

じて、メールマガジン配信を利用した Web 調査を実施し、その集計結果を厚労

省に提供するとともに、調査シリーズとしての迅速なとりまとめを目指している。

また、厚労省からの要請に基づき、労働局の個別紛争窓口の相談員の参考書と

なるべき判例集の『個別労働関係法ハンドブック』の原稿を作成し、完成に向け

て厚労省と調整中である。 

12 労使関係・労使コ
ミュニケーションに関す
る研究 

長年継続してきた労使へのヒアリング調査で培われた知見やネットワークを

活かし、労働組合が「賃上げ」に果たしている役割の実態把握に取り組むととも

に、過去の組合関係者の証言記録の収集を進め、制度改革や処遇改善に関す

る労使協議・連携について現在と過去の取組や課題を分析することにより「賃上

げ研究」を効果的に実施している。令和５年度は厚労省の要請も踏まえ、労使コ

ミュニケーションに関する好取組事例の収集を実施した。ＡＩなどデジタル技術

導入と職場の変化に関する研究は、OECD 共同研究として 8 カ国で共通の質

問票でヒアリング調査を実施したものであり、令和 5 年度は日本の調査結果と

他国の情報を比較して、日本における対応の特色を浮かび上がらせている。 

 

Ⅱ 個別研究成果の評価 

令和６年３月までにとりまとめられた 1 件の個別研究成果について、２名の外部評価者が事前に作成した

評価票に基づき議論が行われ、以下のとおり外部評価が決定した。 

Ｓ：大変優秀

（３点） 

Ａ：優秀 

（２点） 

Ｂ：標準 

（１点） 

Ｃ：要努力（０

点） 

Ｄ：レベル不足（０

点） 

 
平均点 

0 件 1 件 ０件 ０件 ０件  ２ 
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法政大学名誉教授 
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